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インフラ⻑寿命化基本計画
（国）

○インフラの⻑寿命化に関する基本⽅針
・⽬標とロードマップ
・基本的な考え⽅
・インフラ⻑寿命化計画の基本的事項
・必要施策の⽅向性
・国と地⽅の役割
・産学界の役割 等

○基本計画の⽬標達成に向けた⾏動計画
・対象施設
・計画期間
・所管インフラの現状と課題
・中⻑期的な維持管理・更新コストの⾒通し
・必要施策の具体的な取組内容と⼯程
・フォローアップ計画
※施設特性に応じて必要施策を具体化

○施設の状態に応じた詳細な点検・修繕・更新の計画
道路 河川 公共建築物 道路 河川

［施設毎の⻑寿命化計画(個別施設計画)］

※省庁毎に策定 ※⾃治体毎に策定

インフラ⻑寿命化に向けた計画の体系

公共建築物

インフラ⽼朽化対策の推進に関する
関係省庁連絡会議（H25.10〜）

国⼟交通省 H26.5策定 R3.6改定
農林⽔産省 H26.8策定 R3.3改定
法 務 省 H27.1策定 R3.3改定
警 察 庁 H27.3策定 R3.5改定
経済産業省 H27.3策定 R4.3改定
厚⽣労働省 H27.3策定 R5.4改定
⽂部科学省 H27.3策定 R3.3改定
防 衛 省 H27.10策定 R4.3改定
内 閣 府 H28.2策定 R3.8改定
外 務 省 H28.3策定 R4.3改定
環 境 省 H28.3策定 R3.4改定
財 務 省 H28.3策定 R4.3改定
総 務 省 H28.3策定 R3.9改定

公共施設等
総合管理計画

インフラ⻑寿命化計画（⾏動計画）
（国の全分野）

インフラ⻑寿命化計画（⾏動計画）
（⾃治体レベルの全分野）

○構成員等
議 ⻑︓内閣官房副⻑官補
構 成 員︓内閣官房、デジタル庁、内閣府、警察庁、

復興庁、総務省、法務省、外務省、財務省、
⽂部科学省、厚⽣労働省、農林⽔産省、
経済産業省、国⼟交通省、環境省、防衛省

オブザーバー︓衆議院・参議院・国会図書館・最⾼裁判所

2024.10.30 第36回 国と地⽅のシステムWG
国交省提出資料より抜粋
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維持管理・更新費⽤の推計について

経済財政運営と改⾰の基本⽅針 2018 p62 より抜粋

第３章 「経済・財政⼀体改⾰」の推進
３．新経済・財政再⽣計画の策定
（２）財政健全化⽬標と実現に向けた取組
（公的ストックの適正化）
⻑寿命化を徹底し、地⽅の単独事業も含め、効率的・効果的に⽼朽化に対応すると
ともに、各地⽅の実情に応じたコンパクト・プラス・ネットワークの考え⽅等に基づき
公共施設の統廃合を推進する。⻑寿命化等による効率化の効果も含め、できる限り
早期に、インフラ所管省は、中⻑期的なインフラ維持管理・更新費⾒通しを公表する。

背景
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維持管理・更新費⾒通しの公表①
【⼯程表における⽬標】
効率化の効果を含めたインフラ維持管理・更新費⾒通しの公表︓2020年度末までに100%

【現状】

将来⾒通し対象施設所管省 予防保全等の対策に
よる効率化の効果
（（②－①）／①）

予防保全等
の対策

（②）

事後保全
（①）

▲23%約1.0兆円約1.3兆円30年間平均（2012〜2042年度）
①公⽴⼩中学校の⾮⽊造
の校舎・屋内運動場・寄宿

舎

⽂部科
学省

▲27%約0.3兆円約0.4兆円30年間平均（2021〜2050年度）
②スポーツ施設

（建築物（体育館、屋内
プール等））

▲26%約0.24兆円約0.32兆円30年間平均（2021〜2050年度）
③社会教育施設

（公⺠館、図書館）

▲32%約0.15兆円約0.22兆円30年間平均（2022〜2051年度）
④社会教育施設

（博物館）

▲37%約5.1兆円約8.2兆円30年間平均（2022〜2051年度）⑤⽂化施設

▲33%約1.3兆円約2.0兆円30年間平均（2018〜2047年度）⽔道施設

厚⽣労
働省

▲27%約0.42兆円約0.58兆円30年間平均（2025〜2050年度）医療施設

▲37%約0.70兆円約1.1兆円70年間平均（2021〜2090年度）
福祉施設

（①児童福祉施設等）

▲26%約2.9兆円約3.9兆円70年間平均福祉施設
（②⽼⼈福祉施設等）

▲44%約0.50兆円約0.90兆円10年間平均（2021〜2030年度）
福祉施設

（③障害福祉施設等）

▲29%約0.040兆円約0.056兆円10年間平均（2021〜2030年度）
福祉施設

（④保護施設）
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2022.4.23 第28回国と地⽅のシステムWG
内閣府資料より抜粋



（注）※各省推計について
⽂部科学省︓①2015年公表。「事後保全」の推計は、築50年で全て改築、築25年で６割が⼤規模改修（全⾯）、４割が⼀部改修（保有⾯積は30年間で15%減少）した場合。「予防保全等の対
策」の推計は、築50年で２割が改築、８割が⻑寿命化改修、⻑寿命化改修したものは築75年で改築した場合。（このほか、⽀出規模を過去10年より抑える場合の推計として、保有⾯積は30年間で約
35%減少、築50年で全て⻑寿命化改修、その後、築80年で改築、改築・改修単価は「事後保全」の８割と仮定し、将来⾒通し0.7兆円／年との結果もある）
②2021.3公表。「事後保全」の推計は、建設後25年⽬に⼤規模改修、建設後50年⽬に更新（改築）をした場合。 「予防保全等の対策」の推計は、建設後20年及び60年⽬に⼤規模改修、建設後40
年⽬に⻑寿命化改修、建設後80年⽬に更新（改築）をした場合。
③2021.3公表。推計の考え⽅は②と同じ。
④、⑤2021.7公表。推計の考え⽅は②と同じ。
厚⽣労働省（⽔道）︓2020.3及び2021.3公表。管路及び浄⽔施設等の合計値。「事後保全」は、単純更新を⾏った場合、「予防保全等の対策」は、複数の条件での推計が⾏われているが、ここでは、将
来の⽔需要に応じて、浄⽔施設のダウンサイジングや統廃合を⾏うとともに、管路の材質等を踏まえ更新時期の⾒直し（実耐⽤年数を40年から80年に段階的に延⻑）を⾏った場合の推計を掲載。
厚⽣労働省（福祉施設）︓2021年公表。①・③については、調査報告書のアンケート結果をもとに３つのシナリオを想定し、必要費⽤を推計。うち、シナリオ１（事後保全）とシナリオ２（予防保全）を⽐
較。②について、「事後保全」は「建物の寿命を延ばす取り組みをせず、建て替える」場合。⾦額は⼀定の仮定を置いて推計した１施設当たりのコストに公⽴の⽼⼈福祉施設等の数を乗じたもの。
農林⽔産省︓2021.3公表。⼀定の仮定をおいたうえでの推計値であり、今後の⻑寿命化対策に関する新技術開発や⽇本の⼈⼝推移などの社会状況等の変化により増減する。
国⼟交通省︓2018.11公表。点検・修繕・更新等を⾏う場合に対象となる構造物の⽴地条件や施⼯時の条件等により、施⼯単価が異なるため、この単価の変動幅を考慮し、推計値は幅を持った値として算
出されているが、ここでは上限側を掲載。
環境省︓2020.9公表。「事後保全」の推計においては、個別施設計画が2018年以降策定されず、計画に基づく延命化⼯事が⾏われない（更新⼯事のみ⾏う）場合の試算、「予防保全等の対策」の推計
においては、個別施設計画が2020年までに全て策定され、全ての施設で計画に基づく延命化⼯事が⾏われる場合の試算。
※各省庁において、平均値での公表をしていない場合でも、内閣府においてこれを単純平均して単年当たりの費⽤を提⽰している。
※「予防保全等の対策による効率化の効果」は、各推計結果の四捨五⼊の関係で(（②-①)/①)と⼀致しない場合がある。

維持管理・更新費⾒通しの公表②

将来⾒通し対象施設所管省 予防保全等の対策によ
る効率化の効果
（（②－①）／①）

予防保全等の対
策

（②）

事後保全
（①）

▲31%
＜▲41%＞

約1.0兆円
＜約1.0兆円＞

約1.4兆円
＜約1.7兆円＞

30年間平均(2021〜2050年度)

＜30年後(2050年度)＞
①農業⽔利施設、農道、
農業集落排⽔施設、地す
べり防⽌施設、海岸保全

施設

農林⽔
産省

▲24%
＜▲30%＞

約0.0039兆円
＜約0.0038兆円＞

約0.0051兆円
＜約0.0055兆円＞

30年間平均(2021〜2050年度)

＜30年後(2050年度)＞
②治⼭施設、林道施設

▲47%
＜▲49%＞

約0.12兆円
＜約0.13兆円＞

約0.22兆円
＜約0.26兆円＞

30年間平均(2021〜2050年度)

＜30年後(2050年度)＞
③漁港施設、漁場の施設、
漁業集落排⽔施設、海岸

保全施設

▲32%
＜▲47%＞

約6.5兆円
＜約6.5兆円＞

約9.5兆円
＜約12.3兆円＞

30年間平均(2019〜2048年度)

＜30年後(2048年度)＞
道路、河川等、下⽔道、
港湾、空港、航路標識、
公園、公営住宅、官庁施

設、観測施設

国⼟交
通省

▲8%約0.69兆円約0.75兆円10年間平均(2020〜2029年度)⼀般廃棄物処理施設環境省

（続き）
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社会資本整備等

＜新技術導⼊による効率化の例＞

作業の効率化・省⼒化
・作業時間︓3ｈ →  1ｈ
・作業⼈員︓3⼈→0.4⼈/⽇
・交通規制不要

品質の確保・向上

橋梁点検⾞に
よる近接⽬視

マルチコプタ
点検システムの活⽤

※公共施設等総合管理計画の主たる記載内容等をとりまとめた一覧表（令和５年３月31日現在）及び各団体の
HP等を確認し、１年あたりの削減額を算出できる記載のあった団体のみを抽出して内閣府において作成

＜長寿命化対策の効果の見通し（１年あたり）＞ （単位：十億円／年）

削減率
（削減額／対策な

し）
削減額将来の費⽤

（対策あり）
将来の費⽤
（対策なし）分析対象

33%4,2408,46312,7031,363
団体

• 公共投資における効率化やPPP／PFIの推進に取り組んでおり、インフラ⽼朽化対策に関する計画策定・点検実施や維持管理・
更新費⾒通しの公表等は概ね順調に進捗し、PPP／PFIの事業規模⽬標も前倒しで達成。新しい時代に対応したまちづくりの取
組についても、デジタル実装に取り組む⾃治体は年々増加しており、⽴地適正化計画の策定等も着実に進捗。

• 今後、⼈⼝減少とインフラ⽼朽化が加速する中、持続可能な地域社会を構築するためには、社会資本整備等の⼀層の効率化・⾼
度化が必要。広域・多分野・官⺠の連携やデジタル等新技術の活⽤等を図りつつ、都市のコンパクト化とそれを踏まえたインフラ
⽼朽化対策等をさらに推進する必要。

主要課題
（１）インフラ⽼朽化対策の推進
• 計画策定や点検実施、地⽅⾃治体の維持管理・更新費⾒通しの公表

（1,483団体）、新技術導⼊による効率化等は概ね着実に進捗して
いるが、修繕実施率の向上や施設の集約・複合化等が課題。

• 今後、上記課題への対応に加え、地域の将来像を踏まえた広域的・戦
略的なインフラマネジメント、更なる新技術導⼊・官⺠連携等が必要。

（２）ＰＰＰ／ＰＦＩの推進
• ⼤型コンセッション事業等により、2013〜2022年度の事業規模⽬標

（21兆円）を前倒しで達成したが、地域における活⽤拡⼤、活⽤対象
の拡⼤、ＰＰＰ／ＰＦＩ⼿法の進化・多様化等が課題。

• 今後、10年間で事業規模30兆円を⽬指し、分野横断型・広域型案
件の事業組成や中⼩規模の⾃治体への普及の促進、地域プラットフォー
ムの各地⽅公共団体による有効活⽤等が必要。

（３）⽴地適正化計画の作成・実施の促進
• ⽴地適正化計画の策定等は着実に進捗し、居住誘導・都市機能誘導

は緩やかに進展しているが、計画の実効性の向上が課題。
• 今後、更なる裾野拡⼤（広域連携を含む）や計画の⾼質化、インフラ

⽼朽化対策や建築・都市のDXとの連携等が必要。

2024.3.30公表
経済・財政⼀体改⾰推進委員会資料より抜粋
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本WGにおける主な論点について

・インフラ⽼朽化の現状はどのようになっているか（的確に把握できているか）

・維持管理・点検等に新技術・データの活⽤をどのように図っているか

・インフラの集約・再編をどのように図っていくか

・予防保全への転換をどのように図っていくか

・それぞれのインフラに特有の課題にはどのようなものがあるか

・⽼朽化対策の取組の実効性を⾼めるために必要な⽅策は何か

・⽼朽化対策の取組の具体的な効果をどのように⾒える化するか

・こうした⽼朽化の現状や取組の効果について、国⺠の理解をどのように深めていくべきか
等
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